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東邦銀行三春支店内／TEL：0247-62-2141
郡山法人会事務局／TEL：024-933-7777

入場無料（定員400名）※整理券が必要になります。

1948年生まれ、兵庫県出身。特技はトランペット、大阪弁。映画「釣りバカ日誌」男はつらい
よ。」シリーズ以来、山田洋二監督作品の常連に。「武士の一分」では、第３０回日本アカデ
ミー賞最優秀助演男優賞などを受賞。映画、テレビ、舞台等出演多数で、幅広く活躍中。

プロフィール

笹野高史氏・新春講演会のご案内
演　題

日　時

場　所

お問い合せ
申込先

「待機晩成」 ～日本一の脇役が語る人生の美学～
平成２７年１月３１日（土）１５：３０～１７：００

三春交流館　まほら （三春町字大町191）
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税務署ニュース



相続税の増税に対する自社株式の対応について

東北税理士会郡山支部
税理士 桑名 辰男

税のミニ通信

平成27年から、相続税の課税強化がスタートとなりました。その対応策が迫られてい
ます。
そこで今回は、事業継承の一環としての自社株対策についてご説明したいと思います。
一般的に株式の評価は会社の業績によって大きく変動することが多いものです。株式

は事業継承対策の中心となるものであり、そのためにも自社株の対策が必要となりま
す。具体的には①自社株の評価額を引下げること②親族内の後継者への移転を考える③
相続税の納税資金を確保する④後継者と以外の相続人の財産のバランス等を考えたと
ころの対策が求められます。まずは、自社株の評価を計算して、現状を把握することから
はじめることが肝心であります。具体策について、以下のとおりご説明します。

（1）〈株価引下げ対策〉

その必要性としては、贈与した場合には贈与税額に、相続の場合には相続税額に株価そのものが直結しており、
自社株継承のコストに大きな影響を与えることとなります。
引下げ策の代表例としては、「会社規模の格上げ」「一時的な特別損失（役員退職金の支払い・多額な設備投資
等）の発生を利用する方法などが考えられます。

（2）〈後継者への株式の移動対策〉

移動方法としては、譲渡・贈与・相続の3つがあります。
①「譲渡」により取得する場合には、株の買取資金が必要であり、譲渡者にその譲渡により株式譲渡益が発生し
た場合には、その譲渡益に対して20.315%の所得税・住民税が課せられます。
②「贈与」による場合には、後継者に贈与税が課せられます。
贈与税の申告方法について、相続時精算課税制度を選択する場合のポイントは、110万円の基礎控除枠が使
えなくなるデメリットを上回る贈与財産の評価固定効果が見込まれるかどうかにかかっています。
③相続発生により、後継者が「相続」により取得した場合には、相続税が課せれれます。

（3）〈納税資金対策〉

後継者は経営権を取得するために他の財産よりも自社株を取得する必要性が高いものです。
一方で自社株には換金性がない場合が多いものです。相続税を納税できる資金が後継者にあれば問題はない

のですが、一般的にはそのような資金があるケースは稀であります。
このような場合、自己株式の取得、納税猶予制度の活用等による納税資金を確保する手段も考えられます。

（4）〈争続とならないために、後継者が経営に専念できるための対策〉

自社株を取得する場合、遺言・信託等により必要な株式を後継者に取得させることが望まれます。
後継者以外の相続人には遺留分という民法上の権利があり、この権利を行使することによって、遺留分を侵害

された額の請求を行うことができます。従って将来相続税発生時に遺留分の問題が発生しないような対策を事前
に講じておくことも重要なこととなります。（例：生命保険・遺留分の民法特例・信託等の活用）最後に、相続税の負
担を考えた場合、相続のタイミングで相続税のコストは全く異なってきます。
相続は突発的に発生し、そのタイミングがコントロールできません。だからこそ生前に自社株対策を実行して株
価をコントロールしながら後継者に移転していくといった対策が必要となってきます。但し、その対策にあたって
は、専門的な知識が必要となりますので、お近くの税理士にご相談ください。
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　青年部会、女性部会による租税教室を１１月より開始した。
　租税教室は、社会生活における税の役割や意義について考えさせる
とともに、身近な税に対する理解を深めてもらうことを目的とし、毎年
開催している。
　今年度も郡山市、田村市、三春町、小野町の小学校６年生を対象に１１
月から２月まで、青年部会は１２校、女性部会は８校、計２０校で実施する。

青年部会 女性部会による租税教室を１
租税教室がスタートしました租税教室がスタートしました

夏井第一小学校

常葉小学校喜久田小学校東芳小学校

　１２月１６日、三春支部会員研修会をホテル八文字屋で開催した。
三春町の橋本國春副町長を迎え、財政状況や人口減少の打開策、
東日本大震災関連の対応についてなど三春町政についてご講演
いただいた。講演の終盤に質疑応答の時間を設け、参加者は副町
長と活発に意見を交わし、有意義な研修会となった。

１２月１６日 三春支部会員研修会を
三春支部会員研修会開催三春支部会員研修会開催

三春支部会員研修会

　１２月１８日、田村支部大越地区会員研修会を江戸銀で開催し
た。講師に田村市長の冨塚宥 氏を迎え、大越地区会員他２３名が
出席した。地域の魅力を外部に発信すること、そして町づくりは自
分達の手で行うという意識が町の活性化につながると語り、参加
者は熱心に聞き入っていた。
　講演終了後の懇談会では、市長との意見交換や、会員相互の情
報交換を通じ、交流を深めていた。

１２月１８日 田村支部大越地区会
大越地区会員研修会開催大越地区会員研修会開催

大越地区会員研修会
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　１２月１１日、ホテル華の湯において、女性部会幹事の㈱栄楽館ホテル
華の湯 片桐栄子氏が講師となり「ふくしま応援、元気応援 ！ 」と題し、
東日本大震災時の苦労話、感謝され涙した話 等々…。お蔭様で東日本
大震災時以来一日も休館することなく営業できるのは、社員、関係業者
の皆さんなどの協力で成り立っていると講演した。
　研修会終了後、忘年会を開催し、お酒などを、ちょっぴり？ たしなみ
ながら楽しいひと時を過ごした。

講師の片桐栄子 氏

１２月１１日 ホテル華の湯において 女性部会幹事の㈱栄楽館ホ
女性部会 第３回 会員卓話による研修会を開催女性部会 第３回 会員卓話による研修会を開催


